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❖離れる前に　再チェック　心をこめて　施錠ヨシ！　　　　　　　　❖作業手順　守れば安全　火薬類
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◉  第16回全国火薬類保安協会総会（定時）開催について
　首記定時総会が令和２年６月19日、東京都千代田区のアルカディア市ヶ谷にお
いて開催されました。
　決議事項は、原案どおり承認されました。
　報告事項
　　令和元年度事業報告に関する件
　決議事項
　　 第１号議案　 令和元年度貸借対照表、正味財産増減計算書、財産目録の承認

に関する件
　　第２号議案　定款一部変更の件
　　第３号議案　基本財産の一部を基本財産から除外する件
　その他、報告・連絡事項
　　報告１　理事の退任について
　　報告２　 令和２年度知事試験(甲種･乙種火薬類取扱保安責任者、丙種火薬類

製造保安責任者)の日程変更について
　　連絡１　会議等の予定(令和２年６月～令和３年３月）

◉ 主要行事予定表　 ※新型コロナウイルス感染症の影響により、延期、中止
　の可能性があります。

　　　　　　　　　　　 ホームページ等でも随時お知らせします。
開催年月日 会　議　等　名　称

令和2. 11.  5～ 6 甲種･乙種火薬類製造保安責任者試験
12.  2 第23回会長表彰式
12. 20 甲種･乙種火薬類取扱保安責任者試験､

丙種火薬類製造保安責任者試験

令和２年度危害予防週間は、10月１日（木）～７日(水）に実施されます。

◉  第23回会長表彰スケジュール
　７月３日推薦書提出締切（済）
　10月中旬表彰者決定
　12月２日表彰式
　尚、本表彰式は、経済産業大臣表彰（火薬類保安に係る）と併せて実施します。

◉  令和２年４月の産業火薬類の生産、出荷（販売）、在庫量
 　　－ 経済産業省生産動態統計月報 －
 生産 出荷(販売) 在庫
　　　火薬及び爆薬(単位：t)  2,668 2,743 1,181

      (前年同月比：%)  (96.2)  (98.9)  (89.7)

◉ 都道府県協会役員・事務局長異動（敬称略）
　　　　協　会　名 役　職 氏　名
 （一社）広島県火薬類保安協会 専務理事 日浦　盛夫(令和２年６月就任)
 （一社）山口県火薬保安協会 専務理事 德永　健一(令和２年５月就任)
 （一社）愛媛県火薬類保安協会 会　　長 泉　　慎一(令和２年６月就任)
 （一社）愛媛県火薬類保安協会 専務理事兼事務局長 宮本　　泉(令和２年６月就任)
　佐賀県火薬保安協会 事務局長代理 福永　映美(令和２年６月就任)
　宮崎県火薬保安協会 会　　長 津房　正寛(令和２年５月就任)

◉ 全火協人事異動
　　　 役　職 　　　　氏　名
　　　技術参事　　　山口　潤仁(令和２年６月就任)
　　　技術参事　　　枩沢　俊雄(令和２年５月退任)
　　　技術参事　　　前田　　裕(令和２年６月退任)

◉  令和２年度甲種及び乙種火薬類製造保安責任者試験の実施について
　上記については、令和２年７月17日の官報に公告されます。

１．試験日時：令和２年11月５日（木）及び６日（金）午前10時開始
２．試験場所：東京都千代田区一ツ橋２-６-２
　　　　　　　日本教育会館（８階会議室）
　　　　　　　電話　03-3230-2831

３． 受験願書提出期限　 令和２年８月21日(金）から８月28日(金）まで（郵
送による場合は、簡易書留によることとし、締切日
当日の消印のあるものまで有効)

４．受験手数料　25,900円
５． 受験願書及び受験に必要な書類は、公益社団法人全国火薬類保安協会に
おいて交付する。郵送により交付を求める場合は郵送料として140円分
の切手を同封し、申込むこと。

６．受験願書の提出先
　　〒104-0032　東京都中央区八丁堀４丁目13番５号　幸ビル８階
　　　　　　　　公益社団法人　全国火薬類保安協会　電話　03-3553-8762

７．提出すべき書類
　⑴ 　火薬類取締法施行規則第78条に定める書類
　⑵  　 試験課目の免除を申請しようとする者は、同法施行規則第77条第２

項に定める書類
＊ 毎年、願書の提出期限が過ぎてから出願のお問い合わせがありますので、
提出期限にはよく注意して下さい。

◉   景気は、新型コロナウイルス感染症の影響により、極めて厳しい状況
にあるが、下げ止まりつつある。

 　　－ ６月の月例経済報告 －
　内閣府は19日、月例経済報告等に関する関係閣僚会議に「６月の月例経済報
告」を提出し、承認された。
（我が国経済の基調判断）
　景気は、新型コロナウイルス感染症の影響より、極めて厳しい状況にあるが、
下げ止まりつつある。
　　・ 個人消費は、緊急事態宣言の解除に伴い、このところ持ち直しの動きがみ

られる。
　　・ 設備投資は、このところ弱含んでいる。
　　・ 輸出は、感染症の影響により、急速に減少している。
　　・ 生産は、感染症の影響により、減少している。
　　・ 企業収益は、感染症の影響により、急速に減少している。企業の業況判断

は、厳しさが残るものの、改善の兆しがみられる。
　　・ 雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。
　　・ 消費者物価は、横ばいとなっている。
　先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを段
階的に引き上げていくなかで、各種政策の効果もあって、極めて厳しい状況から
持ち直しに向かうことが期待される。ただし、国内外の感染症の動向や金融資本
市場の変動等の影響を注視する必要がある。
（政策の基本的態度）
　政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成28年（2016年）熊本地震から
の復旧・復興に向けて取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なものとし、
経済再生と財政健全化の双方を同時に実現していく。
　新型コロナウィルス感染症に対しては、引き続き感染拡大の防止策を講じつ
つ、社会経済活動のレベルを段階的に引き上げていく。こうした下で、雇用・事
業･生活を守り抜き、経済の力強い回復と社会変革の推進を実現するため、令和
２年度第１次補正予算を含む「新型コロナウィルス感染症緊急経済対策」（４月

　令和２年７月３日からの大雨による災害に関して被災された方々に謹んでお見舞い申し上げます。
　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、手帳制度に係る保安教育講習については、習熟度確認
等を含めた自宅学習方式の講習を６月から実施しています。
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20日閣議決定）及び第２次補正予算を可能な限り速やかに実行する。
　新型コロナウィルス感染症による国民意識や世界情勢の変化を踏まえた、我が
国が目指すべき経済社会の姿の基本的な方向性を示すべく、７月半ばを目途に、
「経済財政運営と改革の基本方針2020（仮称）」等を取りまとめる。
　日本銀行においては、企業等の資金繰り支援に万全を期すとともに、金融市場
の安定を維持するの観点から、金融緩和を強化する措置がとられている。日本銀
行には、経済・物価・金融情勢を踏まえつつ、２％の物価安定目標を実現するこ
とを期待する。

◉ 令和２年火薬類関係事故について（６月30日までに報告のあったもの）
総括表（取扱・種類別一覧表）

項　　　目 事故件数 死亡者数 負傷者数

取扱 種類別 件数 計 人数 計 人数（重－軽） 計

製 造 中

産 業 火 薬 0
1

4

2

4

3

0

0
1

4

2

4

3

0

0－ 0
1

4

2

4

3

0－ 0煙 　 火 0 0 0－ 0

が ん 具 煙 火 0 0 0－ 0

消 費 中

産 業 火 薬 1
1

4

2

4

3

11

0
1

4

2

4

3

0

0－ 0
1

4

2

4

3

0－ 1煙 　 火 5 0 0－ 0

が ん 具 煙 火 5 0 0－ 1

運 搬 中

産 業 火 薬 0
1

4

2

4

3

0

0
1

4

2

4

3

0

0－ 0
1

4

2

4

3

0－ 0煙 　 火 0 0 0－ 0

が ん 具 煙 火 0 0 0－ 0

貯 蔵 中

産 業 火 薬 0
1

4

2

4

3

0

0
1

4

2

4

3

0

0－ 0
1

4

2

4

3

0－ 0煙 　 火 0 0 0－ 0

が ん 具 煙 火 0 0 0－ 0

がんろう中

産 業 火 薬 0
1

4

2

4

3

0

0
1

4

2

4

3

0

0－ 0
1

4

2

4

3

0－ 0煙 　 火 0 0 0－ 0

が ん 具 煙 火 0 0 0－ 0

その他事故

産 業 火 薬 0
1

4

2

4

3

0

0
1

4

2

4

3

0

0－ 0
1

4

2

4

3

0－ 0煙 　 火 0 0 0－ 0

が ん 具 煙 火 0 0 0－ 0

合　 計

産 業 火 薬 1
1

4

2

4

3

11

0
1

4

2

4

3

0

0－ 0
1

4

2

4

3

0－ 1煙 　 火 5 0 0－ 0

が ん 具 煙 火 5 0 0－ 1

※ 詳細は、弊協会のホームページをご覧ください。

◉  火薬類取締法施行規則及び告示改正　新型コロナウイルスの影響を踏
まえた措置について（製造施設又は火薬庫の保安検査）令和２年６月
26日　経済産業省

◉  経済産業省令第六十号
　火薬類取締法（昭和二十五年法律第百四十九号）及び関係法令の規定に基づき、
火薬類取締法施行規則等の一部を改正する省令を次のように定める。

　令和二年六月二十六日　経済産業大臣　梶山　弘志
火薬類取締法施行規則等の一部を改正する省令
(火薬類取締法施行規則の一部改正)
第一条　火薬類取締法施行規則（昭和二十五年通商産業省令第八十八号）の一部
を次のように改正する。
　次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応
する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正後欄に二重傍
線を付した規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを
加える。

改正後 改正前
（製造営業の許可申請）
第 二条　法第三条の規定による製造営業
の許可を受けようとする者は、様式第
一の火薬類製造営業許可申請書に事業
計画書、危害予防計画書及び会社にあ
つては定款の写しを添えて、製造所の
所在地を管轄する産業保安監督部長（火
薬類取締法施行令（昭和二十五年政令
第三百二十三号。以下「令」という。）
第十六条第一項第一号の製造所につい
ては、当該製造所の所在地を管轄する
都道府県知事（当該製造所が地方自治
法（昭和二十二年法律第六十七号）第
二百五十二条の十九第一項の指定都市
（以下「指定都市」という。）の区域内に
ある場合にあつては、当該製造所の所在
地を管轄する指定都市の長)。第六条第
八項及び第九項、第七条、第八条第二
項、第四十一条第一項、第四十二条第二
項、第四十三条、第四十四条の二第二項
及び第四項、第四十四条の三第二項、第
四十四条の四、第四十四条の十四並びに
第八十一条の十四の表第一号及び第二号
において同じ。）に提出しなければなら
ない。ただし、相続、遺贈又は営業の譲
渡により事業を継承した者が新たに許可
を申請する場合には、事業計画書及び危
害予防計画書の添付を省略することがで
きる。
２・３ ［略］

第三条～第十三条［略］

（ 火薬庫の所有者又は占有者に係る軽微な
変更の工事等）
第十四条［略］
２  法第十二条第二項の規定による届出を
しようとする火薬庫の所有者又は占有
者は、様式第五の火薬庫軽微変更届に
当該変更の概要を記載した書面を添え
て、火薬庫の所在地を管轄する都道府
県知事（当該火薬庫が指定都市の区域
内にある場合にあつては、当該火薬庫
の所在地を管轄する指定都市の長。次
条、第四十一条第一項、第四十二条第

（製造営業の許可申請）
第 二条　法第三条の規定による製造営業
の許可を受けようとする者は、様式第
一の火薬類製造営業許可申請書に事業
計画書、危害予防計画書及び会社にあ
つては定款の写しを添えて、製造所の
所在地を管轄する産業保安監督部長（火
薬類取締法施行令（昭和二十五年政令
第三百二十三号。以下「令」という。）
第十六条第一項第一号の製造所につい
ては、当該製造所の所在地を管轄する
都道府県知事（当該製造所が地方自治
法（昭和二十二年法律第六十七号）第
二百五十二条の十九第一項の指定都市
（以下「指定都市」という。）の区域内に
ある場合にあつては、当該製造所の所
在地を管轄する指定都市の長）。第六条
第八項及び第九項、第七条、第八条第二
項、第四十一条第一項、第四十二条第二
項、第四十三条、第四十四条の二第二項
及び第三項、第四十四条の三第二項、第
四十四条の四、第四十四条の十四並びに
第八十一条の十四の表第一号及び第二号
において同じ。）に提出しなければなら
ない。ただし、相続、遺贈又は営業の譲
渡により事業を継承した者が新たに許可
を申請する場合には、事業計画書及び危
害予防計画書の添付を省略することがで
きる。

２・３ ［略］

第三条～第十三条［略］

（ 火薬庫の所有者又は占有者に係る軽微な
変更の工事等）
第十四条［略］
２  法第十二条第二項の規定による届出を
しようとする火薬庫の所有者又は占有
者は、様式第五の火薬庫軽微変更届に
当該変更の概要を記載した書面を添え
て、火薬庫の所在地を管轄する都道府
県知事（当該火薬庫が指定都市の区域
内にある場合にあつては、当該火薬庫
の所在地を管轄する指定都市の長。次
条、第四十一条第一項、第四十二条第
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　－ 略 －
　　附　則
　この省令は、公布の日から施行する。

◉   経済産業省告示第百四十号
　火薬類取締法施行規則（昭和二十五年通商産業省令第八十八号）第四十四条の
二第三項及び第五項（略）の規定に基づき、各条項号の事由及び経済産業大臣が
認める場合並びに経済産業大臣が定める期間及び経済産業大臣が定める期限を次
のように定める。

令和二年六月二十六日　経済産業大臣　梶山　弘志

１　 事由及び経済産業大臣が認める場合
　 　新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイ
ルス（令和二年一月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染
する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。)
２　経済産業大臣が定める期間
　一 　次に掲げる期間が令和二年六月一日から同年九月三十日までの間に終了す
る者は、当該期間を四月間延長する。

　　⑴ 　火薬類取締法施行規則第四十四条の二第二項の規定により経済産業大臣
又は都道府県知事が同項の保安検査を行う期間

　 － 略 －
３　経済産業大臣が定める期限
　 　火薬類取締法施行規則第四十四条の二第四項の規定により同項の保安検査申請書を
提出しなければならない期限が令和二年六月一日から同年九月三十日までの間に終了
する者は、当該期限を四月間延長する。
　附　則
この告示は、公布の日から施行する。

◉   自宅学習方式の概要
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、都道府県火薬類保安協会等の指定
協会が実施している保安教育講習、再教育講習について、本年中は会場を用いた
従来の講習会形式ではなく、受講者の自宅で行っていただくこととしました。こ
れは経済産業省からの要請に基づくものです。
　指定協会から受講者に対し、テキストに加え、自宅学習用の資料を送付し、そ
れら両方を用いて受講者自ら学習・習熟度確認をしていただき、その結果をもっ
て受講済とする判断をいたします。

自宅学習方式のながれ
　１． 受講を希望される方は、従来どおり各指定協会（都道府県保安協会等）に

申し込んでください。
　２． 受講者には、申し込みをされた協会からテキストおよび習熟度確認資料

（プリント）を郵送します。
　３．受講者の方には、それらの教材を用いて自宅で学習していただきます。
　４． 講習には時間数が規定されていることから、所要時間を想定した習熟度確

認解答用紙（演習問題、事故例分析）に記入していただきます。
　５． テキスト等を受け取った日から２週間以内に学習を済ませ、記入が終わっ

た習熟度確認解答用紙を、受講を申し込んだ協会に返送していただきま
す。（返送用の封筒はあらかじめ準備してあります。）

　６． 習熟度確認解答用紙を登録講師が採点し、「解答と解説」とともに受講者
にフィードバックしますので、どこが間違っていたのかおさらいをしてく
ださい。

　７． 再教育講習の方および従事者手帳交付講習の方には新たに交付される保安
手帳を、保安教育講習の方には受講証明シールを同封します。受講証明
シールはご自身の手帳に貼付してください。

　８．以上をもって講習を受講したものとみなします。

改正後 改正前
二項、第四十三条、第四十四条の二第二項
及び第四項、第四十四条の三第二項、第
四十四条の四、第四十四条の十四並びに第
八十一条の十四の表第七号から第九号まで
において同じ。）に提出しなければならな
い。

第十四条の二～第四十一条［略］

（指定完成検査機関が行う完成検査の申請等）
第四十二条［略］
２  法第十五条第一項ただし書又は第二項
第一号の規定により、指定完成検査機
関が行う完成検査を受けた旨を産業保
安監督部長又は都道府県知事（指定都
市の区域内にあつては、指定都市の長。
第四十四条の二第二項及び第六項、第
四十四条の三第二項、第六十七条の七
第一項から第三項まで、第八十二条第
一項並びに第九十条の二において同
じ。）に届け出ようとする製造業者又は
火薬庫の所有者若しくは占有者は、様
式第十六の指定完成検査機関完成検査
受検届を、完成検査を受けた製造所の
所在地を管轄する産業保安監督部長又
は火薬庫の所在地を管轄する都道府県
知事に提出しなければならない。

第四十三条・第四十四条［略］

（特定施設の範囲等）
第四十四条の二［略］
２ ［略］
３  前項の規定にかかわらず、災害その他
やむを得ない事由により前項の回数で
同項の保安検査を行うことが困難であ
る場合は、経済産業大臣が当該事由を
勘案して定める期間に一回当該保安検
査を行うものとする。

４  法第三十五条第一項本文の規定により、
第二項の保安検査を受けようとする製
造業者又は火薬庫の所有者若しくは占
有者は、第四十一条第二項の規定によ
り完成検査証の交付を受けた日又は前
回の保安検査について第四項の規定に
より保安検査証の交付を受けた日から
十一月を超えない日（土堤、簡易土堤
及び防爆壁（休止施設等を除く。）にあ
つては、二年十一月を超えない日、休
止施設等にあつては、当該休止施設等
を再び使用しようとする日の三十日前）
までに、様式第十八の保安検査申請書
を、当該製造所の所在地を管轄する産
業保安監督部長又は当該火薬庫の所在
地を管轄する都道府県知事に提出しな
ければならない。

５  前項の規定にかかわらず、災害その他
やむを得ない事由により前項の期限ま
でに同項の保安検査申請書を提出する
ことが困難である場合は、経済産業大
臣が当該事由を勘案して定める期限ま
でに当該保安検査申請書を提出しなけ
ればならない。

６・７ ［略］
（ 指定保安検査機関が行う保安検査の申請
等）
第 四十四条の三　前条第二項から第六項ま
での規定は、指定保安検査機関が行う保
安検査に準用する。この場合において、
同条第二項から第六項までの規定中「法
第三十五条第一項本文」とあるのは「法
第三十五条第一項第一号」と、同条第二
項中「経済産業大臣又は都道府県知事が
行う」とあるのは「指定保安検査機関が
行う」と、同条第四項中「当該製造所の
所在地を管轄する産業保安監督部長又は
当該火薬庫の所在地を管轄する都道府県
知事」とあるのは「指定保安検査機関」と、
同条第六項中「経済産業大臣又は都道府
県知事」とあるのは「指定保安検査
機関」と読み替えるものとする。
２ ［略］

二項、第四十三条、第四十四条の二第二項
及び第三項、第四十四条の三第二項、第
四十四条の四、第四十四条の十四並びに第
八十一条の十四の表第七号から第九号まで
において同じ。）に提出しなければならな
い。

第十四条の二～第四十一条［略］

（指定完成検査機関が行う完成検査の申請等）
第四十二条［略］
２  法第十五条第一項ただし書又は第二項
第一号の規定により、指定完成検査機
関が行う完成検査を受けた旨を産業保
安監督部長又は都道府県知事（指定都
市の区域内にあつては、指定都市の長。
第四十四条の二第二項及び第四項、第
四十四条の三第二項、第六十七条の七
第一項から第三項まで、第八十二条第
一項並びに第九十条の二において同
じ。）に届け出ようとする製造業者又は
火薬庫の所有者若しくは占有者は、様
式第十六の指定完成検査機関完成検査
受検届を、完成検査を受けた製造所の
所在地を管轄する産業保安監督部長又
は火薬庫の所在地を管轄する都道府県
知事に提出しなければならない。

第四十三条・第四十四条［略］

（特定施設の範囲等）
第四十四条の二［略］
２ ［略］
［新設］

３  法第三十五条第一項本文の規定により、
前項の保安検査を受けようとする製造
業者又は火薬庫の所有者若しくは占有
者は、第四十一条第二項の規定により
完成検査証の交付を受けた日又は前回
の保安検査について次項の規定により
保安検査証の交付を受けた日から十一
月を超えない日（土堤、簡易土堤及び
防爆壁（休止施設等を除く。）にあつて
は、二年十一月を超えない日、休止施
設等にあつては、当該休止施設等を再
び使用しようとする日の三十日前）ま
でに、様式第十八の保安検査申請書を、
当該製造所の所在地を管轄する産業保
安監督部長又は当該火薬庫の所在地を
管轄する都道府県知事に提出しなけれ
ばならない。

［新設］

４・５ ［略］
（ 指定保安検査機関が行う保安検査の申請
等）
第 四十四条の三　前条第二項から第四項ま
での規定は、指定保安検査機関が行う保
安検査に準用する。この場合において、
同条第二項から第四項までの規定中「法
第三十五条第一項本文」とあるのは「法
第三十五条第一項第一号」と、同条第二
項中「経済産業大臣又は都道府県知事が
行う」とあるのは「指定保安検査機関が
行う」と、同条第三項中「当該製造所の
所在地を管轄する産業保安監督部長又は
当該火薬庫の所在地を管轄する都道府県
知事」とあるのは「指定保安検査機関」と、
同条第四項中「経済産業大臣又は都道府
県知事」とあるのは「指定保安検査
機関」と読み替えるものとする。
２ ［略］

備考　表中の［　］は注記である。


